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味内容を示している。前者が「生き方」と社会全般の変革を担う教養としての＜
知＞の生産を志向しているのに対し、後者は上述したように伝統的な経営基盤が
変質してきた企業環境で、経済成長とイノベーションの発展を第一とする視点で
ある。
日本の大学の多くが意識する米国のリベラルアーツは、学部4年間で教育であ
る。本来の意味の専門性はロースクール、メディカルスクール、ビジネススクー
ルといった大学院教育で養成する。日本の大学の「教養」教育ではかつて、哲学、
数学、歴史学といった学問的基盤を1、2年次に学び、学部3、4年次に専門知
識を吸収してきた。この形態の是非はともかく大幅に修正が加えられている。第
一期生を送り出すと同時に、大学院多文化社会学研究科が発足し、今世紀初頭に
冷戦後の国際関係理論をめぐる論争の中で浮上した存在論・認識論・方法論の
「知のエレメンツ」の連環という課題に取り組み、＜学＞としての新しいリベラ
ルアーツの挑戦が始まる。就職委員会が提供してきた社会と学生をつなぐための
各種支援策を練磨するうえでも、大学のこれまでの経験の意義と、人間としての
将来の生き方の根源を考える＜知＞の再生産のあり方を問う契機としたい
（森川裕二）
注
1 長崎大学多文化社会学部HP「多文化社会学部の教育理念・目標」（http://www.hss.
nagasaki-u.ac.jp/about/vision.html）より引用。
2 たとえば、内閣府・教育再生会議議事録2013年3月15日の中の安倍首相発言（首相官邸HP
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/global/110622chukan_matome.pdf）、内閣官房「グロー
バル人材推進会議」中間取りまとめ（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/skkkaigi
/dai4/gijiroku.pdf））。
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